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一ECSCとの比較論的一考察
辰　　巳　　浅　　嗣
　　　　　　　　　　　　も　　く　　じ
はじめに
一、EDC・ECSC両共同体設立の政治的意昧
二、設立条約における超国家性の比較検討（以下続号）
三、EDC挫折の原因一条約署名後のEDC交渉の進展を中心として
四、ヨーロッパ統合過程におけるEDC挫折の意味
む　す　び
は　じ　め　に
　はじめに，本稿の主要論点とその研究意義について，少しく明らかにし
てお’きたい。
　第一に，本稿は，ヨーロッパ石炭鉄鋼共同体（略称ECSC）とヨーロッ
パ防衛共同体（略称EDC）との超国家性supranationalityに関する比較
研究の試みである。より正確に言うならぱ，ECSCとの比較のもとに，
EDCの超国家性を査定してみようとするものである。両共同体は，とも
にJean　Mometの起案になることに象徴されるように，多くの点で共通
性を右している。そのことは，たとえば，それらが提唱された歴史的契機
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ならびにその政治的意図にお・いて，あるいは共同体諾機関の構成（とくに，
総会と裁判所は両者の共通機関である）や，その他もろもろの条約規定に
おいて，明白である。したがって，一方が主として産業上の統合計画であ
り，他方が軍事的・政治的分野の統合計両であるという，機能上の相違に
も拘らず，ECSC・EDCの両構想が公表されたとき，共同体関係諾国の内
外において同様の反響が惹き起されたという卒実は，いわば当然といえる
かも知れない。いずれも，超国家的推格をもつ史．Lまれな国際組織として，
両期的な「部門統合・の試みとして，過去数百年に亘る独仏の宿命灼な対
立関係に終止符を打っものとして，あるいは束西世界の冷戦激化の過租に
おける東側陣常への昧菜1二・軍一1享トの布石として，評価され，警戒もされ
たのである。
　しかるに，今n，ECSCがEEC・EURκrOMとともにヨーロッパ共同
休（EC）を支える重要な支梓として発展しているのに対して，EDC構想
は，ついにフランス国民議会において批准を得ることなく，1954年8月30
日，挫折を余儀なくされた。数多の類似・共通性を有しながら，ECSCは
成功し，EDCは失敗に帰したのである。その原因は，いったい何に求め
られるべきであろうか。（筆者が両共同体の比較研究に衝き動かされるの
は，まさしくこの点である。）EDC挫折の主要原因を過度の超国家性に求
めるのが，こんにち一一般的な，かっ楓づよい見解のように思われる。しか
し，はたしてEDCは，ECSCに比してはるかに超国家的な組織であった
のであろうか。まず，その超国家性についてあらためて検討を施す必要が
ある。実は，長期（丸4年）にわたる交渉の過程において，それはあまり
にも変質せられているのである。批准の段階では，もはやECSCとの比
較においても，とくにすぐれて「超国家的。とは言えなかったのではある
まいか。すでに述べたように，これが本稿における第一の論点である。こ
の仮説の真偽を確かめ，実証するために，相当のスペースを割いて，超国
家性という観点からECSCとEDCとの比較検討を試みることにしたい。
　第二の論点は，もし比較研究の綜果が前述の仮説の正当性を証明するも
のであるとすれぱ，それではEDC構想挫折の真因は何に求められるべき
か，ということである。この間題の究明は，決して，たんに徴視的な視点
でのみ把えられるべきではない。広くヨーロッパ統含過程のなかで，EDC
の挫折がいかなる意味をもつか，という観点から考察されねばならないで
あろう。それがその後のヨーロッパ統合運動にもたらした影響は，きわめ
て大きい。EDC構想の意義は，挫折の事実に存するというより，むしろ
それがその後の統合運動にたいしてひき起した多大の方向転換に求められ
うると言っても，必ずしも過言ではあるまい。たとえぱ，今rl，ヨーロッ
パ共同体が一’貫して漸進主義的・機能†義的・現実主義的な方法（いわゆ
る「共同体方式。℃ommunity　Method’）によって統合の推逃を図るのは，
主として，EDCの反省にもとづくものであるといえよう。
　したがって，本稿における第三の論点は，まずEDC構想の挫折がもた
らした若干の方向転換，とりわけ方法論的転換について言及し，それが妥
当であり，あるいは必要であったか，を間うことである。前述のように，
EDCの性格が必ずしもすぐれて超国家的なものでないとするなら，EDC
以後におけるヨーロッパ統合の方法論的方向転換は，あるいは無用ではな
かったろうか，という疑問さえ生じるのである。近時，イギリスの加盟・
脱退間題，いわゆる石油危機，あるいは慢惟的な国際金融情勢の不安定と
いった幾多の内憂外患を孕みながら，ヨーロッパ共同体における統合の進
展は，いくぷん沈滞の傾向を示している。これは，ある意味で「共同体方
式。の再検討の必要を示唆するものとはいえないであろうか。ヨーロッパ
共同体が，いやしくも政治統合を前提とし，あるいはそれを口的とするも
のである限り，おそらく将来のある時点において，現在の漸進主義的方法
から超国家的方法へと脱皮せざるを得ない時期を迎えるのではなかろうか。
これが，本稿の最後の主張である。要するに，本稿は，EDCとECSCと
の比較を通して，「超国家的。とは何か，という問題について考え，今後
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のヨーロッパ統合の方法論のあり方に言及しようとするものである。
一、EDC・ECSC両共同体設立の政治的意図の共通性
　ECSCの設立は，1950年5日9日，当時のフランス外相RobertSchuman
により提唱された。EDCの設立が提唱されたのは，これより5ヵ月半の
ちの10月24日，フランス首相R6ne　P1evenによってであった。この間に
朝鮮戦争が勃発したという事実は，ECSC・EDC設立の前後における国際
的緊張の昂まりを示すものとして，きわめて象徴的な意味をもっている。
両共同体設立の政治的意図は，あく童でも，第二次大戦後における冷戦の
激化という歴史的脈絡のなかで把えられねぱならないであろう。本章では，
このことに留意しながら，EDCとECSCとに共通すると思われるっぎの
四点について，とくに論及してみたい。（1）冷戦の激化一ソ連への対抗，
（2）独仏和解，（3）イギリスの不参加，（4）アメリカの反応。
　1．冷戦の激化一ソ連への対抗
　1947年6月5日におけるMarshall　Planの公表以来，ヨーロッパの復興
は，もっぱらアメリカの援助のもとに行なわれてきた。このことが，少な
くともある時点までのヨーロッパ統合のあり方を大きく左右したことは，
否めない事突である。しかしながら，ヨーロッパの復興ないし統合運動が，
はじめから，っねにソ連への対抗という消極灼要困によって支えられてい
たと断定することは正しくない。そのことを証明するいくっかの事実を指
摘してみよう。
　AmitaiEtzioniによればi〕，1944年，ナチス占領下において，諸国の抵
抗運動指導者がジュネーブに会し，大戦後のヨーロッパ合衆国の形成にっ
いて討議したとき，東ヨーロッパを含むヨーロッパ諸国からなる合衆国が
構想されていた。さらに戦後，47年6月5口，マーシャル・プランのもと
　資料〔I〕‘冷戦’と西ヨーロッパ統合の1主要年表（朝鮮戦争勃発まで〕
　　　　　冷戦関係　　西ヨーロッパ統合の動向
　　　　　スターリン，原爆保有と5カ　3・　　チャーチル・ヨ■ロッパ会議
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開催主張九　　　　年計画について発言（於1毛　5．
　　　　　スクワ）四　　　　　　　　　　　　　　　　　　　チャーチル，　「ヨーロッパ合
六・．・チャーチル。フル！ン演説　箸賊提噌（於・チゴりツ
　　　　　トルーマン，封込政策発表　　1．　チャーチル，「ヨーロッパ連合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　運動。組織（白ら初代委員長）　　　　　ジョージ・ケナン，「フォリ　　　　　ン．アフェアズ」に寄稿　　　　　　マ■シャル’プラン発表
一　8．15　大韓民国（李承晩大統領）成立　　　　ソ連・マーシャル．ブラン不
九参加表明（東欧諸国，j貞随）四　9．8　朝鮮民主主義人民共和国（金
七日成首相）成立
　　9．末　各国共産党代表による情轍会
　　　　　議
　　10．　コミンフオルム結成
　　　　　ベルリン情勢緊迫，チェ：1・　1．　ベネルックス関税同盟総成
　　　　　クーデタ・（2月事件）　　　　3．17　ブラッセル条約調印
茜6・㍍磁／ア・コミン・．・・・…設立，
八・…一ル1ン封鎖（一・・・・…）ドい1雇グ会議（チャーチル提噌）
　　　　　コメコン発足　　　　　　　　1，281ヨーロツパ審議会設立決定
　　　　　コメコン，第1回総会，　　　14．4　NATO条約調印
　　　　　ドィッ連邦共和国成．立　　　！5．　ヨ＿ロッパ審議会規約調印九四　　　　ソ連の原爆保有，トルーマン1
九　　　発表　　　　　　　！
　　10・1中華人民共和国成立　1
　　10．7　ドイツ民主共和国成立
九
五1
0
‘マッカーシー旋風’　　　　　5．9　シューマン・プラン発表
朝鮮戦争勃発（～53．7．27）
にヨーロッパの復興が計画されたときにも，当初は共産諸国が招待されて
いた。マーシャル・ブランは，たしかにトルーマン・ドクトリンの経済的
カウン虫一パート相対物としての一面をもつものであるが，その計画の実施はきわめて慎重
で，政治的意図を極カぬぐい去ろうと努められた。提喝者George　Cathett
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Marshan米国務長官は，その演説のなかで，つぎのように述べている。一
「われわれの政策は，特定の国または主義に対抗するものではなく，飢餓，
貧困，絶望および混乱にむけられている。。「私はヨーロッパという言葉の
なかにはイギリスもソヴェトもふくめていた。」これは，基本的には，ソ連
との関係の悪化を必ずしも望んでいなかった，第二次大戦直後のアメリカ
の政策と一致するものとして理解されるべきであろう（後述）宮㌧但し，この
計画の発表は，トルーマン演説（47年3月12日）の直後に行なわれたため，
7月2日，ソ連はマーシャル・プランヘの参加を拒否し，東ヨーロッパ諸
国もこれに追随した3㌧　ともあれ，これらの事実は，当初，ヨーロッパの
復興ないし統合の計画にソ連およびヨーロッパ諸国の参加が（その真意は
別として，少なくとも形式上は）考慮されていたことを示すものとして，
注目に値する。
　では，戦後アメリカにおいて孤立主義政策が放棄されるにいたるのは，
いっ，どの時点においてであろうか。すなわち，アメリカが冷戦政策をりj
確に確立し，その関連のもとにヨーロッパの復興と統合を図り始めるのは，
いっごろからであったろうか。冷戦激化の過程を跡づけてみたい。
　まず，第二次大戦巾およぴ終戦直後，アメリカはなお孤立主義的政策を
堅持し，戦後世界の構想にっいても，楽観的な見通しを持っていた。当時，
アメリカはヨーロッパ統合に何ら真剣な関心を示さず，むしろ，ヨーロッ
パ諾国家の主権回復に努めた。ドイッの敗北後，ヨーロッパ各国は蘇生し，
ドイツが軍縮・非武装化されっづける限り，各国は相対的に存立しうる，
東西問の緊張は米ソの直接交渉により解決できる，西ヨーロッパでは英仏
両国がパートナーとして最終的な講和解決を図り，それら両国が国連の場
でヨーロッパを代表するようになるであろう，というのが，戦時中，アメ
リカが描いたヨーロッパ像であったo．1943年3月，Winston　Churchil1英
首相がラジオ放送を通じてヨーロッパ会議開催の必要をはじめて主張した
とき，アメリカは，英ソ両国と同様，きわめて冷淡であった。Theodore
Roosevelt大統領としては，イギリスがやがてヨーロッパの諾間題にっい
て指導的役割を演じることを警戒し，さらに，イギリスがソ連に多大の要
求をすることにより，のちにアメリカが英ソ両国の仲介役を務めねばなら
ないことを恐れたのである引。同様の反応は，1946年3月5日，チャーチ
ルのいわゆる「フルトン演説。に対しても見出される。米国民にとって，
チャーチルの演説は，「英国のために米国をして火巾のクリを拾わせよう
とする試みにすぎない日〕・ものと思われたのである。
　そのようなアメリカの対ヨーロッパ政策が，戦後一変した理由にっいて，
深谷満雄は，っぎの三点を指摘している。（1）ローズヴェルトの死（1945・
4・ユ2）後，トルーマンが新しく大統領になり，国務長官もハルではなく
なったこと，（2）戦後アメリカがソ連の勢力拡張を阻止する立場におかれ
たこと，（3）米ソ対立による国連の機能麻凍が地域主義の立場を正当化し
たこと7〕。どの時点でアメリカが孤立主義政策を放棄したか，それは見極
めることの難しい閻題であるが，おそらく47年3月12日のトルーマン演説
が固期的な意味を有するものと理解されてよいであろう。均衝論の伝統を
もたないアメリカが，ソ連の力とその外交政策の剛直性のもとに「（19肚
紀にイギリスが試みたように）拡大しっっあるソ連勢力を均衡させる任務
を帯び昌〕。ることを余儀なくされるのである。但し，トルーマン・ドクト
リンの経済的対応としてのマーシャル・プランは，先に述べたように，な
おソ連およぴ東ヨーロッパ諸国の参加を予定するものであった。したがっ
て，戦後アメリカにおける「モン凹一主義・への完企な訣別は，その計1曲f
の発表の時点　（47年6月5u）ではなく，ソ連がマーシャル・ブランヘ
の不参加を表■岨し，束ヨーロッパ諸国がこれに追随した時点（7月2日前
後）に求められるべきであろう。事実，これにより東側諸国がヨーロッパ
統含に参与しうる可能性はまったく閉ざされ，以後，ヨーロッパ統合運動
は非共産諸国に限定されることになるのである！〕〕。やがてマーシャル・ブ
ランは，1948年2月のチェコ・クーデターによ、る共産党政権の樹立，さら
ヨーロッパ統合過程におけるEDC構想挫折の意味（1）--ECSCとの比較論的一考察-- Page:4
無断転載禁止。　
にはフランスにおける共産主義者によるス1・ライキ実施といった外部的要
因に促され，同年4月，ヨーロッパ経済協カ機構（OEEC）として緒実す
る。この当時，すでにベルリン情勢はかなり緊張しており，OEECの成立
に先立つ3月17臼，西ヨーロッパ5カ国（英・仏・白・蘭・ルクセンブノレ
グ）によりブラッセル条約が署名されているのであるが，なお欧米の人々
にとってソビエトの態度は，たんに一般的関心事にすぎなかった。6月18
□，ベルリン封鎖（～49年5月11日）へと発展するにおよび，同年夏には
ようやくソビエトの脅威は真の戦争の脅威となるにいたり，軍事的配慮の
もとにヨーロッパの統合が考慮されはじめたのであなω（因に，東側諸国
では，49年1月25日，梱互経済援助会議＝COMECONが発足している）。
この前後の時期における冷戦の加速化は．資料〔I〕の示す通りであり，や
がて1月28日のヨーロッパ審議会Councilo｛Europeの成立，4月4日の
北大西洋条約調印を経て，より一層の国際的緊張の激化という歴史的契機
のなかで，西ドイッの再軍備がアメリカにより主張され，その潮流のもと
にECSC・EDC両共同体の設立が提噌されるにいたるのである。1947年
11月11日，John　Foster　Dulles国務長官は，東ヨーロッパをひとつの統合
された経済地域にすべきことを合衆国の外交策の一大目標としていたが，
50年，同氏が「西ヨーロッパは独立に’廿んじているぱあいではない，いま
や海外の投資，アジアの植民地・束ヨーロッパとの貿易を失ったからに
は。。と主張し11〕，アメリカがヨーロッパの政治統合に積極的に乗り出す
姿勢を見せたことは，まさにその数年の間に，米ソ協調の夢が破れ，西
ヨーロッパの結束を健し，白らそれに穣極的に関与するにいたったアメリ
カの政策転換を示すことぱとして，重要であり，かっ興味ぷかい。
　ところで，1950年5月，シューマン仏外相によって提唱されたECSCは，
あくまでも産業部門における統合計画であり，もともと軍事的発想とは関
わり．のないはずのものであった。RaymondAronによれぱ，提唱されたこ
ろ，それは決して反ソ的性格をもっものではなく，冷戦の遭具として提案さ
れたのでもない。合衆国からの独立性を維持し，かっ米ソニ大国間の平和
共存に資するというのが，もともとフランスの意図するところであった1”。
すなわち，当時フランスは，独仏和解のもとに，イギリスを除く新しい超国
家的ヨーロッパの建設を図り、目らがリーダーとしての地位を担いながら
ヨーロッパを戦後肚界における「第三勢力・として定着させようと試みた
にすぎない。ところが，約6週間後（6月251」）の勅鮮戦箏の勃発がすべて
を一変させた。シューマン・プランは「ソヴェトの脅威に対する西洋の強
化のシンボル1呂〕。と化すのである。この時点でECSCは，朝鮒戦争勃発後
（8月中旬ごろから）考案され，10月24日，止式に公表されたEDC構想
とまったく同様の意図をもつにいたる。たとえば，JohnBiggs－Davisonは，
ECSCとヨーロッパ軍の意図を（1）ヨーロッパの大西洋防衛の基礎として，
（2）フランスとの和解における西ドイツの再軍備の枠組みとして，まった
く同一一平面上で取扱っている川。またソヴェト政席においても，1951年9
月11日，これら両構想にっき一括抗議の形で通牒を発している。その内
容は，主として「プレヴァン計画がドイッ軍国主義の復活に至るものであ
るのに対して，シュー々ン計画はその補充であり，これにより西ドイッの
軍事産業を復興しようと・するものであること，その背景にはアメリカの
（軍事上・産業上の）侵略的意図が明確であること，さらに，以上の事実は
「ドイツにおける軍需産業を破砕し，ドイツにおける独占企業を一掃すると
のポツダム協定が，西ドイッの占領に責任ある諾国により甚しく侵犯され，
躁麟されたことを示す・ものである，ということであった15㌧ソヴェト政
府による抗議は，この他，ユ950年12月15日，51隼1月20口にも行なわ
れている。その抗議は，いずれも，要するに，西側諾国による西ドイツの分
離・武装化政策とポッダム協定違反とに向けられていた1引。さらにEDC
のぱあいには，ソ連はいわゆる「平和攻勢・‘Peaceo冊ensive’を展開し，と
りわけ，53年8月14日およぴ11月26日付覚書によってフランス国民議
会での批准阻止のために全力を尽している17〕。EDCが直接的に軍箏統合
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を企てるものであるのに対し，ECSCは間接的に産業面からそれを補完す
る役割を荷うという点で若千の相違は有しながらも，両共同体の設立は，
いずれも戦後における冷戦激化の極点において推進されたという意味にお
し）て，それらは歴史的契機を一にしているということができる。
資料〔n〕　ECSC・EDC関係の主要年表（EDC条約調印まで）
九
五
○
5．3
5．7
5．8
5，9
5．15
5．16
5，19
5．23
5．25
5，27
5，29
5，31
6．3
6，4
6，27
7，4
ECSC
OEEC理事会，基幹産薬の共
同管理案採択（ホフマン勧告）
ジャン・モネ，草案完成
シューマン仏外相，アチソン
米国務長官に同案報告
仏国民議会，同案承認
（三国外相会談於ロンドン）
「シューマン’プラ
ン。公表
シューマン及びモネ，NATO
理’拝会で英政府（アトリー首
相）を説得試み
アデナウアー西独首和撲意表
1リヨ
トルーマン米大統領，アチソ
ン国務長官，賛意表明
アτナウァー・モネ会談，早
期実現にっき意見一致
仏政府，関係国政府に正式招
請
ベルギー，受諾固答
イタリア，受諾回答
オランダ，留保附，受諾匝賂
関係6カ国政府，商’議開始に
っき共同公轍発行
ルクセンブルグ，受雛回答
仏政府，■改めて招請状
英政府，ECSC不参加表閉
6カ国会議（於パリ）（24日ま
で）
英議会，留保附受諾案を否決
5っの専門委貝会発足
EDC
8．11：辮灘藤総欧州軍
11111蒼箏1
九
．五
九
五
3．191
4．121
4．181
仮調印
6カ国外相会議（条約案の最
終的検討）
条約及ぴ関係9文書調印
二1＝二箏舳一
1．　1米側のプラン（ぺ一タースペル
　　　グ・プラン）を中心に検討開始
・・1・1仏側のプラン（パ1・プラン）
　　　を巾心に検討開始
7∵誰滋でに西独との榊
9・141李榊麟膣麦ゑシ砧
1・281EDC条約案起草完了
2・221■櫟㌶鮒理事会（於
…1臓印
5．27≡条約調印
九
五
九
五
九
五
四
九
五．
五
　　　　　資料〔m〕EDC関係の主要年表（条約調印以後）
’㍗鵬1災箏㍗∵㍗㍗二二、．、
4・131英とEDCとの協力に鮒る協定調印（舳様の鰍）
6．？　≡マンデス・フランス仏内閣成1t6ヵ月会議（於ブラッセル），
8111丁221瓜二1㌶蕊ぷ二11ζご・。。）
5．5 パリ協定発効，西ドイツ，NATOに加盟西欧連合（WEU）発足
因に，ECSCでは，52．7．25条約調印後，翌53．2．10石炭共1司一1∫場が，4．10鉄鋼
共同市場が，それぞれ発足している。
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　2、独仏和解
　シューマン・プランとプレヴァン・ブランは，ともに独仏和解のシンボ
ルとして共迦の意義を有する。雌者が独仏の石炭・鉄鋼産業を．k級の国際
機閑の管理下にプールすることにより，西ドイッに軍寧的侵略の機会を与
えることなく，しかも西ヨーロッパの経済復興に寄与させるための妙案で
あったと同様，後者もまた，西ドイッの軍隊を完全に国際機関の管理下に
おくことにより独1『の再軍備を認〆）ることなく，しかも火急の西ヨーロッ
パ防衛にその困を貢献させようとするものであった。それはまた，西ドイ
ッの再軍備を図り，独仏和解を望んだアメリカにたいする回答である点に
おいても，共通していた。やや詳細に，それぞれにっいて検討してみたい。
重ずECSCにっいて述べてみよう。
　ECSCの直接のねらいは，先に述べたように，石炭・鉄鋼産薬を国際管
理下におくことで西ドイッ拾頭の懸念を除去し，そのもとでルール重工業
を復興させることによりヨーロッパの再建を図ることであった。（石炭・
鉄鋼生産にっいていえぱ，ベネルックス三国は白給白足が可能，フランス
とイタリアはドイッの石炭を輸人，ドイツはフランスから鉄鋼を輸入せね
ぱならない，という状況であった。）　ドイツにとってシューマン．プラン
がぼぼ満足のいくものであったのは，51年12月21日，シューマン・プラ
ンの発足を前に，ルール国際管理が終了し，西ヨーロッパの基幹産業の共
同管理にフランスとほぼ平等の条伜で参加することができたことである1呂〕。
但し，ザール帰属間題にっいてはなお解決しておらず，ECSC総会にザー
ル地域代表がフランス代表の一員として参加することにっいて，ドイッは
重大な留保を付さざるを得なかった1≡〕〕。他方，フランスの対独政策という
視角からみれば，シューマン構想は，入江啓四郎の指摘の通り「フランス
に対するドイッの脅威を滅殺することであり，第一に政治的及ぴ心理的効
果として，実質的にドイッを均等者として待遇し，かっフランス及ぴドイ
ッが肩を並べて，ヨーロッパ大陸の指導的核心を形成するものとして，両
国の犬猿的対立性を解消すること，第二に，石炭及び鉄鋼の単一市場を形
成して，西欧にたいするドイッの紐帯を強化し，引締めること，第三に
共同の最高機関を設置して，ドイツの重工業の基礎に立っことを防止する
ことである州」。　とりわけ，フランスはドイツの重工業が過度に復興する
ことを恐れた。それは，いうまでもなく普仏戦争および両次の世界大戦の
経験から生じた根づよい対独不儘感にもとづくものであった。ゆえにこそ，
ECSCは超国家的な最高機関を備えた組織として提案されたのである。
　EDCがこの点においてECSCとまったく同様であることは，論を侯た
ない。50年9月19口，アチソン米国務長官がNATO理事会において，西
ドイッの再軍備とそのNATO休制への編人を主張したとき，フランスは
西ヨーロッパの防衛強化の必要は是認しながらも，当時なお根づよい対独
不信感のために，極度のジレンマに陥った。その結果が，ドイッ部隊を完
全に吸収・包含することのできる超国家的共同体設立の提帽であり，その
ためには自国もまたその超国家機関により主権拘束を被ることをも辞さな
い，というのが，当初のフランスの態度であったといえよう。これは，い
わぱ軍事而におけるECSC方式の採用と言うことができるであろう（囚
に，これらは，いずれもジャン・毛ネの発案になる21〕）。これは間題解決
のための妙案というより，むしろレイモン・アロンが指摘するように，二
重の意味における妥協，すなわち，（工）ドイツ再軍備に反対するフランスの
政府および議会と，外からの（とくにアメリカの）圧力との間における，
②再軍備に強カに反対する仏閣僚（たとえぱjules　M㏄h）と，原則に忍
従する閣僚との間における妥協にほかならない。（そして，この妥協を支
えたものこそ，　ヨニロッパ統合の価値に対する信念と，超国家的権力が
ヨーロッパ再建の基礎であるとの理論であった。）　フランス政府にとって
ECSC交渉は，この歴史的ジレンマに対する苦悩の歴史であり，すなわち
将来におけるドイッの軍事的強大化の可能性をいかに抑制するかが，フラ
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ンスのもっぱらの関心事であった。のちの交渉における英米にたいする参
加ないし協力強化の要諦洲も，その意味において対独不信感の一表現にす
ぎない。
　したがって，EDC設立条約における西ドイッの地位は，明らかに不平
等なものであった。吉村健蔵はその主要な例として，っぎの四点を指摘し
ている。すなわち，「第一に，EDCに対する西ドイッの寄与として計画さ
れた12カ師団のうち，10カ帥団は，ドイッ人ではない司令官によって指揮
される軍団に統合され，第二に，西ドイッは，EDCに提供する12カ師団
外に兵員を徴募し，訓練することを禁ぜられ，第三に，西ドイッは，NATO
への加入を拒否され，第四に，西ドイツは，原子兵器，化学兵器およぴ生
物学兵器の製造を禁止されていた別㌧・しかしながら，何よりも酉ドイッ
は占領休制の終締による主権の回復を望んでいた時代であるので，これに
合意，調印したのである。事実，ドイツは若干の主権拘束を被りながらも，
調印の前日（52年5月26日），ボン平和協約（正式には「三国およぴドイ
ッ連邦共和国間の関係に関する協約。）が調印され，EDC条約が批准さえ
されれぱ，同時発効が予定されていた。さらに，ドイッは直接NATOへ
の加入を容認されなかったものの，条約本文2巧〕巷よぴ「欧州防衛共同体と
北大西洋条約機構との関係に関する議定書」　において，NATO加盟国
とEDC加盟国との密接な相亙防衛の取極がなされていたことにより，実
質的にはその軍事的保障を享受しうることになっていた。このように，独
仏和解の実現のために各国政府（ないし国民）に対して種々の配慮が配ら
れていたにも拘らず，ついにEDC条約はフランスにおいて批准をみるこ
となく崩壊した。
　3．　イギリスの不参加
　1948年1月22日，EamestBevin英外相は戦後イギリスの外交政策につ
いて三っの原則を提示した。それは，（1）ある一国によるヨーロッパ支配
への反対，（2）勢力均衡策の拒否，（3）四大国間の協力の確立ということ
であった。しかし，45年以降，四大国間の協力体制は崩壊し，東ヨーロッ
パに対する・ソ連の規制力が強化されている歴史的状況の中で，この原則は
永続せず，Eamest　Bevin外相は‘a　consolidation　of　Westem　Europe洲’
を要請するにいたる。すなわち，戦後ヨーロッパの凋落とソ連の拾頭のま
えに，イギリスは西ヨーロッパの団結の強化を痛感し，47年，ダンケルク
条約，48年，ブラッセル条約，そして49年には北大西洋条約に署名せざる
を得なくなるのである。しかしながら，内山正熊の指摘するように，それ
は「真の本来的統合組織にイギリスが稜極的熱意を示したとはいえない・
ものであり，「対ソ脅威ないし冷戦の下においての過渡的性格のもの。に
すぎなかった。すなわちイギリスは，加榊諸国の1二仙意思を尊重し，具体
的機能の遂行にあたる　‘COnfederate　inStitutionS’の樹立は望んだが，‘a
European　union’’または‘United　State　of　Europe’の創造には強力に反対
したのである洲。当時，イギリスは大陸とのっながりよりも英連邦および
その植民地との紬びっきを重んじ，また，アメリカをパートナーとしない
federationには参加しないことを建前としていた。
　したがって，超国家性をもつシューマン・プランが提噌（50年5月9
［1）されたあと，6月13日，政府はECSCへの不参加を表明し，同月27
日，留保附受諾の動議が提出されたとき，イギリス議会はこれを否決した。
これには，先に述べたイギリスのヨーロッパ統合観が作用したことはいう
までもないが，さらにその当時，労働党が政権の座にあったことが，この
運命を決定的なものとした。アトリー労働党政府は，終戦以來すでに基幹
産業の国有化に着手しており，かっ共同市場の論理に産業国有化の方針と
抵触するところがあることを感じることによって，いまさら資本主義的な
シューマン・プランに加担しない決意を固めたのである29〕。イギリスの池，
北ヨーロッパ諸国も同様に圭権の制約を意味する超国家的機関の設立に反
対し，さらにこの提案のなかに反共性を看取した中立諾国が参加を拒否す
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ることにより，ECSCの設立は結局，大陸6カ国のみによって推進される
ことになった。この形体は，そのままEDCに継受され，いわゆる‘Little
Europe’による，ハードな統合のパターンがここに定着した。
　当時，イギリスがプレヴァン・プランに対して示した反応は，シューマ
ン・プランのぱあいと同様，きわめて冷淡かっ消極的なものであった。そ
の理血もまた，シューマン・プランのばあいと同様，主として，イギリス
はいかなる超国家的機関にも加入しないということであったが，さらに当
面の間題として，（アメリカと同様）EDC方式によればその交渉に多大の
時問が要するであろうことを恐れたためでもあった雪o〕。
　】．951年10月の総選挙にわいて保守党が勝利し，チャーチルが政権に復婦
したとき，大1陸諾国はイギリスのより積極的な参加を期待した洲。前年8
J」11口，かれがストラスブルグにお’ける演説のなかで「アメリカの原子力
が西ヨーロッパに対するソ連の脅威を排除しているうちに，強力な欧州統
合車を設置すべきであると力説纈呈〕」したのを，記憶していたからである。
いや，戦中よりヨーロッパ議会の開催を訴えっづけ，戦後のヨーロッパに
おいて統合運動のr1火を切ったのは，ほかならぬチャーチルそのひとであ
ったからである。かれは，43年3月（ラジオ放送），44年（国会演説），45
年2月　（於ブラッセル），46年3月　（於米国ミズーリ州），同年5月（於
ハーグ）と，絶え胴なくヨーロッパ統合，とりわけUnited　States　of　Eu－
rope建設の必要をニド張しっづけてきた。行動而においても，48年5月の
ハーグ会議を率先し，翌年1月25口にはヨーロッパ審議会の創設を導き，
かっ，47年1月，「United　Europe　Movement’を組織し，その初代委員長
に就任している。
　それだけに，政権復帰後の保守党が，ヨーロッパ機構への参加は希望す
るが，連邦的機構には反対する，との従来の政策を踏襲するに終ったとき，
ヨーロッパ大陸諸国は失望の色を濃くした。イギリスはやはり，アメリカ
との緊密な関係と英連邦との連結の続行を選んだのである洲。
　大陸諸国にとって幸いなことに，このような保守党の政策は永続しなか
った。超国家的共同体を容認するAnthony　Eden外相の演説を転機とし
て，（A－an　Hovey，Jr．によれぱ52年の秋以後洲）イギリスの政策は重大な
変化を示し始めたのである。EDC構想にたいするイギリス政府の方針を
顧みれば，それがおよそ三段階の変質・発展を遂げていることが分るであ
ろう。第一は提唱の初めから52年夏童での，EDCに対してまったく否定
的であった時期である。たとえば52年3月，Robert　Anthony　Eden外相
は「（防衛ならぴに石炭・鉄鋼のような）いわゆる限定的な共同体は，欧
州会議の枠内において発展させるべきだ州」と主張し，英米の協力を前提
とする大西洋共同体構想（いわゆる「イーデン・プラン・を提案している。
第二の段階は，いわば消極的協力の時代である。53年1月29口，イーデン
外相は下院において「英国はEDCが欧州の防衛に不可欠であると考える
が，然し英国は同共同体には参加しないだろう。と述べ，3月12］，外交
協会で同様のことを確認している。中川進によれば，イギリス政府は「英
国陸海空軍とEDCとの軍事協力に関する覚書を署名6カ国に送ったが，
之もEDC軍の訓練に関する便宜供与の程度であって，英軍の欧州軍参加
にっいての保障を欠き各国の失望は大きかった宮7〕・ということである。第
三は，積極的協力供与の段階である。すでに，条約調印と同時に，フラン
スの対独不安感を拭一去するために「英米仏三国共同宣言。と「イギリスと
EDC諸国間の相互援助に関する条約。が調印されていたが，それでは’ト
分とされず，53年9月22口付のイギリスによる新提案にもとづいて，翌
54年4月13日，さらに「イギリスとEDCの協力に関する協定。が調印さ
れた（因に，同4月16口，アメリカとの間でも同様の趣旨が確認された）。
内容の詳細な検討は省略するが舳，要するにイギリス軍とEDC軍との連
絡（および，可能な限りの統合），イギリス軍の常時大陸駐留などにっいて
の言質が交された。こうして，フランスにおけるEDC条約の批准が危う
くなるにっれて，イギリスは，西ヨーロッパの防衛強化という絶対的使命
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感から，自国の基本的外交政策に反しながらも，フランスの要求のままに
積極的協力を是非なくされていくのである洲。
　4．アメリカの反応
　ECSC・EDCの両構想が，国際緊張激化のなかで西ドイッの産薬復興と
その再軍備を図り，そのことによって西ヨーロッパ体制の強化を実現しよ
うとするアメリカの要講によって促されたものであることは，周知の事実
である。それらはまさに，このようなアメリカの要請に応えながら，同時
に将来の西ドイツの拾頭を規制しようとするフランス政府の苦肉の策なの
であった。しかしながら，ECSCとEDCに対するアメリカ政府の反応な
いし取級み方は，突は若丁の相違を示している。ヨーロッパ統合に対する
アメリカの基本的政策については，すでに検討した（本稿206～208）頁
ので，ここでは主としてそのことを論点としたい。
　シューマン・ブランが発表されたとき，直ちに（50年5月19日）Harry
S．Truman大統傾，Dean　Gooderham　Acheson国務長官らは賛意を表明
し，議会も歓迎の意を表している。なぜならそれは，これに先立つ1月30
日，OEEC理事会において採択された基幹産薬の共同管理案（ホフマン
ECA長官の勧告にもとづく）に対するヨーロッパ側の積極的回答として
受取られたからである。これに関する米欧の因果関係を断定する資料はな
いとしながらも，清水貞俊は，「アメリカと欧州との関係欧州統合に，対す
るワシントンの関心，アメリカの官僚とアデナウアーとの関係などを考え
るとアメリカこそがシューマン・プランの発案者であると考える人があっ
ても無理ではない40〕。とのWilliam　Dieboldの言を引用し，アメリカが当
初からシューマン・プランと無関係でなかったであろうことを主張してい
る。このことは，ジャン・モネがシューマン・プラン発表の当日までにす
でにアメリカの若干の友人と相談しているという事実によっても裏づけら
れる4ヘシューマン・プランに対するアメリカの関わりがどれほどであっ
たかは別として，ともかくアメリカはその推進に対しても終始好意的で
あった。たとえば，その条約の署名後，1952年，相互安全保障法により，
共同体への直接援助を提供し，54年4月，モネ最高機関の訪米の折，アメ
リカは共同体にたいし22カ年年賦1億ドルの借款を与えたのである42〕。
　これに対し，プレヴァン・プランにたいするアメリカの反応は，当初き
わめて冷淡であり，むしろ批判的であった蝸〕。アメリカはEDC交渉には
多大の時間が要することを予測し，何よりも西ドイッの再軍備を急務とし，
そのNATO軍への編人を望んだのである。すなわちアメリカは，西ドイ
ッの再軍備を単純な防衛間題として把えようとしたのである。これに対し，
根づよい対独恐怖感に悩むフランスは，あくまでもそのNATOへの編入
に極力反対し，高度の超国家機関の管理による共同防衛体制に固執した。
　50年12月19口，NATO理事会においてSpo冊ordPlan帖〕が採択され，英
米仏三国は，西ヨーロッパ防衛における西ドイツの寄与を検討することで，
…応の合意をみた。　詳細な交渉絡過は省略するが，　その後アメリカ側の
ぺ一タースベルグ・プラン，フランス側のパリ・プランの検討を経て，ア
メリカが正式にEDC創設案の支持に踏切ったのは，ようやく51年9月14
口の三国外相会議（於ワシントン）においてであった。シューマン・プラ
ンが，公表後わずか一週間のうちにアメリカにより支持表明されているの
と，実に好対照である。前述のように（213頁），プレヴァン・プランの考
案はまさしくフランスによる妥協の産物であったが，同時にその交渉の進
展は，いかなる形にしろ西ドイツの再軍備を完遂せねぱならないアメリカ
側の妥協によるところも大きかったのである。こうして，53年1月28日，
ようやく条約の起草が完了し，帖折を絡ながらも5月271］，パリにおいて
加盟6カ国政府により調印された。
　いったんEDC支持に踏切ってからのアメリカは，その推進に積極的姿
勢を示すにいたった。　その背景には，ヨーロッパ防衛組織の確立により
NATOへの自国の財政援助を抑制し，近い将来に在欧米軍を減少させた
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いと考えるアメリカの打算が作用したといわれている47〕。条約調印と同時
に「英米仏三国共同宣言。が採択され，米英両国はNATO条約との関連
のもとにEDC藷国にたいし軍事的保障の提供を約束する。アメリカの積
極的姿勢は，53年1月，Dwight　David　Eisenhowerの大統領就任および
ダレス国務長官の誕生により，いっそう明確となる4呂〕。そのごEDCの成
立についてフランスが次第に消極化するにっれて，逆に，アメリカはその
成立に関しフランスをはじめとするEDC諸国にたいして政治的圧力を加
えはじめるのである49〕。フランス国民議会での最終的決定を前にして，54
年4月16日，アイゼンハワー大統領はEDC諸国に書簡を送付し，イギリ
スと同様，米軍の欧州駐留，米軍とEDC軍との可能な隈りの統合，その
他いっそうの箪噺約保障の提供を約東したが，周知のように，結果は空し
く終った。（フランスがEDCの成立に消極化する過程とその理由につい
ては，第三章で扱いたい。）
　　　　　　　　　　　一◇一一◇一◇一
　以上，シューマン・ブランとプレヴァン・プランに共通する若干の主要
間題にっいて検討を施してきた。もちろん，残された間題は数隈りない。
たとえぱ，いずれも，西ドイツがまだ占領管理下に置かれていた時代の計
脚であり，そのため，西ドイツの条約締結権にかんする間題，管理国相互
閥の（とりオ）け，英米仏とソ連との）問題，ポッダム協定との関連などが
間われなけれぱならない50〕。また，各加盟悶における個別的な反応にっい
ても，より詳細に検討する必要があるであろう。その他，技術的・手続的
問題を挙げれば枚挙にいとまない。そのいくっかにっいては，機会を改め
て検討することにしたい。
　　　諦、
1）Amitai　Etzioni，“European　Uni丘cation＝A　Strategy　ofChange”，World　Pol－
　　itics，Vo1．XVI，No．1，Oct．1963，pp．33－34．
2）　穿った見方であるが，エッツィオニは，それがアメリカほどにヨーロッパを
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3）　チェコスロヴァキアは，　7月7日，いったん参加を決定したが，10口に撤回
　　している。日本国際政治学会編「欧州統介の研究・有斐閣，1964年，12貞。
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6）　C．L．ロバートソン著・岡本臓一訳　「国際政治一戦後小史。　法律文化杜，
　　1969年，47頁。
7）　深谷満雄「欧州統合とアメリカ・『欧州統合の研究■所収，83頁。
8）　Hajo　Halbom，op．cit．，p．11．
9）　ヨーロッパの統合は，OEECにおいて童ず共産諸国が排除され，さらにECSC
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　　れてきた。（・青ギリスがのちに加襯できたのは，同質的集団形成の基盤がすで
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ってそれらは，一方では独仏の和解を，他方ではソ連との対抗を余儀なく
された。両者はまた，イギリスが直接的には参加せず，大1塗六ケ国による
統合の試みとなった点においても，共適している。しかるに，締果は，
ECSCのみが一1一己；の成功を遂げ，EDCはついに統合論者の野心を充た
すことなく崩壊した。何故であろうか。こんにち，その原因は，EDC設
立条約における高度の超国家性に求められるのがふつうである。しかし，
ECSCとの比較において，それは事実といえるであろうか。以下において，
とくに「超国家性。という視点から，EDC・ECSC各設立条約にっいて比
較検討を試みることにしたい1〕。囚みに，ここに国際組織における「超国
家性・とは，端的にいえば，第一に，当該組織が非政府間機関を有し，そ
の職員の地位が自国政府から独立しているということ，第二に，その機関
が国家主権を拘束する決議・立法権を有するということであり，その権隈
は直接加盟国国民（個人）に対しても及ぷものでなければならない田〕。但
し，そのことぱの概念にっいて，本稿ではこれ以上たち入らない窩〕。
　1．一般的比較
　両条約の前文は多くの類似点を有するが，とりわけそれはつぎの三点に
求められる。すなわち，第一に，その共同体が白由諸国民の結束により世
界乎和の建設を図るものであること，第二に，独仏和解の趣旨が示唆され
ていること，第三に，それが超国家的組織であること，または少なくとも
それを目標とするものであることが明示されていることである。本稿の目
的は超国家性について比較検討することにあるので，第一・第二の点には
これ以上言及しない。
　ECSC条約前文には，実は「超国家1灼。‘supranationa「ということぱは
存在しない。「将来の共通の運命を方向づけることのできる制度の基礎を
築くことを決意・という腕曲的な表現において，そのことが示唆されてい
るだけである・これを受けて第9条第5段および第6段において（すなわ
ち最高機関構成員の地位に関する規定のなかで），それぞれ「構成員はそ
ヨーロッパ統合過程におけるEDC構想挫折の意味（1）--ECSCとの比較論的一考察-- Page:13
無断転載禁止。　
の職務の超国家的性格と相容れないすべての行為を慎しまなければならな
い」・各参加国は，右の庖由豪南在唐を尊壷し」と規定されている。
　それに対して，EDC条約前文はヨーロッパ防衛軍を「超国家的ヨーロ
ッパ機構。として他置づけ，「統一一ヨー日ツパの形成への新たなる且っ基
木的段階を山するもの。であることを意識している。より貝体的に「共同
の予算と共同の軍備計両の確立。をも予定している。さらに第1条は「締
約国は，共同の機関，共同の軍隊及ぴ共同の財政からなる，超国家的性格
を有する欧州防衛共同体を組織する。と規定し（ECSC条約第1条は，た
んに，締約国は，相互の間に，共同市場，共同口的，および共同機関を基
礎とするヨーロッパ石炭鉄鋼共同体を創設する・と魁定），なお重要なこ
とに，第38条第1項において「最終的性格の機構は・・・…究極的な連邦又は
国家連合制の構成要素を組繊するように改編されなけれぱならない・と規
定している。
　このようにみるなら，EDCはたしかにECSC以．Lに超国家的組織であ
るかもしれない。しかしながら，反論する余地がいくらかある。第一に，
これらは概して綱領的規定であるにすぎない。EDC条約に「超国家的。な
いしそれに相当する用語の多いことは，対独不信感をもっフランスがそれ
をすぐれて超国家的な組織として位置づける必要から生じた結果と考えら
れるが，理由の如何を間わず，そのことはあながち無意味とは言えない。
けれどもそれは，綱領的規定である限り，何らの制裁力ないし拘束力を伴
うものではなく，宣言的な効果をもつにすぎない。第二に，EDC条約は
超国家性を強調する反而において，各国固有の権限およぴ国家的愛国心に
たいしても相当の配慮を行なっている。すなわち，前文において，「共同
の軍隊は，国家的愛国心がその力を失うことなく，むしろ却って強国なも
のであり，且っより広い枠において調和されるものである。ことを明記し，
第3条もまた，「共同体は締約国の固有の利益が，その基本的利益と矛盾
しないすべての範囲で考慮されていることに留意しなけれぱならない・と
している。このことは，EDC条約における加盟国の権1狼！好項がECSC条
約に比して圧倒的に多数であることによって，客循舳に裏づけられる（資
料〔IV〕）。第三に，綱領的規定はその趣旨が条約本文においていかに保障
されているかという点から，さらには現実の連用10iにおいて，実質的に査
定されなければならない。逆にいえぱ，たとえばヨー凹ツパ経済共同沐
（EEC）条約では「超贈家的」という川語はまったく∫日いられていないが，
資料　〔IV〕
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
加
盟
国
の
権
限
理
事
会
の
権
限
EDC・ECSC条約における各機関の権限
一般的権隈
．加盟国間の合意による権隈
総本部・最高機関との協議を要する権限
全会一致による権限
制隈多数による権限
一般的権隈（原則・・多数決）
総本部・最高機関への諮閑を要する権限
総会への諮間を要する権限
…1由・；ε’1姦ち重複
16
31　　　22
12　44　7
1　　　　2
23
15
26 65
13
1
15
1
31
加盟国との協議を要する権眼 1・・
理事会との共同行為における権限
理事会への諮間を要する権限
理事会の全会一致の同意を要する権眼
理率会の制限多数による同意を要する権限
理事会の単純多数による同意を要する権限
一般的権眼（原則＝単純多数決）
2
4
12
6
1
50
総権
会限
の
総会の権眼 ド4
31
84
1
15
6
3
8
63
14　　6
98
13
6　20
1
1
14　18
0
0
0
0
0
0　12Tl
0
12
5　　5
原則として各権限の配列は，起国家性の低いと考えられる1順位による。算定の
基礎は，第2章註（4）に言辛細に示した。
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資料〔V」」
総本
震級＼
提集・舳o
勧　　　告
　　　　　　　　　　　　　　■狐」’1ヨ面咄火　　　”』　■⊥　佃坤』　占　’」
EDC・ECSC条約における理事会の権眼il・I，総本部または
最商機関の提案等にもとづく権限
注意喚起
計
　　企会一致
　…辰1」■石＆と’’’
第78条乙第第58条第
　　　4段　　　　5段
第104条第7第59条第1
　項1汀段　　項前段
　　　　第59条第2　　　　　　項加段　　　　：第。。条前段
　　　　第74条前騨
　　　　■　（3）■
第・・条・項1。／
　　第1段1　／　一．　　1∠
　　　！第59条第1　／　　　　項前段
　　3　　　　　6
制隈多数
　EDC
78条乙第
　　　4段
07条第　2項後段
／’
／
／」
ECSC
　ノ
　／
ノ
∠＿＿
／／
／’’
　　一般的権隈
　EDC　　　ECSC
第’09箪第18雛
イ
1
一／
∠．
一」／
　　　／
／
　　1
」　↓
（同一親定）
（これらは，資料〔VI〕では，理事会の権限と・総本部もしくは
最高機関の権隈として，それぞれ別個に扱い，算定している。）
条約本文において実質的にそのような機能の遂行が保障され，あるいは現
実の運用においてそれが保障されているならば，それこそ「超国家的。と
いうにふさわしいと考えられるべきであろう。その意味における実質的な
比較を試みたのが，資料〔IV〕および〔V〕であるい。（但しEDCは実現
しなかったので，現実の運用面にっいてフォローすることができない。こ
こでは，もっぱら条約鋭定の比較検討によるほかない。万一実現していた
なら，より実質的な，より意味のある比較が可能であったろう。）
　その分析の結果，EDCにっいていえぱ，概して　（1）加盟国およぴ政
附間機関としての理1鼻会の権限荻項が多いこと，（2）超国家機関としての
総本部（ECSC最高機関に相当）の権限についても，加盟国との協議を要
するもの，理事会の全会一致もしくは制隈多数による同意を要する権限が
多いことが明らかである。さらに，（3）総本部の一般的権眼事項が，ECSC
と比較してわずかながら少ないこと，（4）理事会の単純多数による同意で
十分とする総本部の権限事項が少ないこと，（5）総本部ととの協議を要す
る権隈が，ECSCに比してごくわずかながら少ないこと，（6）総本部に対
し諮間を要する理事会の権隈にっいても1司様に少ないこと，（7）総本部か
らの諮問をうけるべき諮問委員会の具体的権限事項が，条約に右いてまっ
たく明示されていないこと，（8）総会に対し諮間を要する理事会の権隈事
項が皆無であること，などが指摘されうる。これらはすべて，EDCにお
ける超国家推の裏づけが不一卜分であることを示すものである。
　逆に，EDCの超園家性を証拠だてる傾向も若干指摘することができる。
たとえぱ，（1）総本部の権眼巾，理事会に諮問せねぱならない事項がきわ
めて少ないこと，（2）総会の権限事項が多いことなどである。また，後述
するように，理事会の議決方法がECSCのぱあいには単純多数といって
も，事実上は独仏いずれかの賛成票を含まねばならないのに対し，EDC
では字句通りの単純多数で十分とされる（この点において，ECSCにかん
する資料／IV〕の数字はいくぷん割引いて考慮される必要がある）。さら
に，資料〔V〕は，理事会権隈のうち総木部もしくは最高機関の捉案ない
し勧告にもとづくべき瑛項を示したものであるが，この点ではEDC・
ECSC両共同体は甲乙っけがたい。
　以上の一般的比較の紬果，綱領的規定においてはEDCの方がはるかに
超国家的といえるが，実質的には，むしろ概してECSCの方がやや趨国家
的であるといえるのではなかろうか。ただ，そのような傾向性にも拘らず，
EDCでは財政・予算上において共同性格が明確（前文・第1条およぴ
第3条第2項）であり，しかもそれが，第83～第100条の規定において
より具体的かつ詳細に規定されている　（もちろん，間題の性質上，総本
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部の専管市項でなく，加盟国政府との協議事項童たは理事会との共同責任
事項であることが多いが）ことは，評価されてよいであろう。
　以下にお・いて，共同体各機関の地位にっいて個別的に検討することにし
たい。
　2．政府間機関としての理事会の地位
　EDC・ECSC両共同体の理事会は，いずれも，それが　（1）加盟国政府
代表により構成される政府間機構であり（EDC第40条，ECSC第27条），
（2）加盟国政府と総本部ないし最高機関との間の調整機能を営み引（EDC
第39条第1項，ECSC雛26条），（3）同様の手続きにより召集され（EDC
第41条，ECSC第27条），（4）議長職が各「珂の交代制である（EDC第40条，
ECSC第27条，但し征期は前者が3ヵ月，後者は6ヵ月）点において，本
質的に共通している。両理事会で著しく異なるのは，そこにおける票決方
法においてである。ECSCでは，理箏会の決定が原則としてその構成貝の
多数による（第28条第5段）としながらも，それには「共同沐の石炭およ
ぴ鉄鋼の総生産額の少くとも20パーセントを生産する国のうちの一国の代
表者の投票を含んだ参加国代表国の絶対多数。（同条同段）が含まれねぱ
ならない。要するに，独仏いずれかを含む四カ国の賛成が必要とされるの
である。これに対して，EDCでは，理事会決定の原貝1」は文字通りの単純多
数で十分とされる（第39条第4項）。この点では，EDCの趨国家性がきわ
だっているが，前述のように，理事会の権隈事項（とくにその全会一一致ま
たは制隈多数決による班項）が多いため，その効果は相殺されている（資料
〔IV〕）。しかも，可否同数のぱあい，理事会の決定は分担額の多い国家に
よる投票によるものとされ（第43条第1項），さらに特定多数によるばあ
い，加盟5カ国もしくは分担額の多い国家の支持を含’まなけれぱならない
（第43条第2項）。理事会と総本部もしくは最高機関との権隈関係にっいて
は後に検討するが，予め注目しておきたいのは，EDC条約第39条第2項
第1段の規定，すなわち，条約の枠内において全会一致により理楽会は総
本部の行動のために指令を与えることができ亭・というものである。もち
ろん，このような理事会の指令のないとき，総本部は白由かっ独立に行動
できる（同条約項第3段）のであるが，これはEDCにおける理事会権隈
の強大さを示す一例であり，ECSC条約には見られない規定である。同様
にEDC理薯会の強大な権隈を示すもう一っの例は，第ユ23条第1項にみ
られる。「重要且っ緊急な必要ある場合，閣僚会議は一時的権限で，共同体
の機関又は共同体の他の権限ある組織に，共同体の一般的義務の限度でそ
の事態に対処するため，且っ前記の目的の実現を確保するため必要な権能
を引き受け又は授権する。この決定は金会一致を以てなされる。というも
のである。（但し，この規定は，緊急時，条約塊定の欠如しているばあいに
共胴体に活動の余地を提供するものとして評価することができる。）一こ
のようにみてくれぱ，理事会権限に関する両共同休の超国家性は，いずれが
より商度であるとも断定し難い閥題を含んでいるというほかない。（総本
部ないし最高機関との関連惟を有する間題にっいては，っぎの節に譲る。）
　3．超国家機関としての総本部もしくは最高機関の地位
　EDC総本部の構成並びにその構成員の地位に関する規定（第20条）は，
　ECSC最高機関構成貝のそれ（第9条）とまったく同一である。いずれ
も「6年の征期により任命され且つその一一般的権隈に応じて選任された9
名の構成員で組織。される。「同」の国家の国籍をもっ二人以上の構成員
を含んではならない」が，再征命は可能である。構成員の数は，「全会一
致による閣僚会議の決定により減員。できる。構成員は白らの義務を遂行
するうえで「いかなる政府からも強要されまた指示を受けることもない・。
かれは，「その職務の超国家的性格と矛盾するすべての行為を慎まなけれ
ば。ならず，その代りに各加盟国も「この趨国家的性格を尊重。し，かっ
かれの用務実施にっいて影響を与えないことを約束する。こうして総本部
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ないし最高機関とその構成員とは，独立の地位を保障される。但し，ECSC
条約では，最高機関構成員の職務期間中における他の職業的活動の禁止規
定について，その違反に対する罰則規定はとくに設けられていないが，
EDCでは，総本部構成員の同様のぱあいにっいて「裁判所は関係人の恩
給権の喪失を判定することができる・（第20条第2項第4段）としている。
　っぎに，ECSC最高機関とEDC総本部の構成員の任命にっいて，いず
れも加盟国政府の合意による（ECSC第10条第1段，EDC第21条第1項）
点において，基本的に同様である。ただECSCのばあい，第9条に規定
された最高機関構成貝の地位の独立性をいっそう徽底させるために，若干
の工夫を施している。すなわち「参加国政府は，全部の同意により，8人
の構成員を任命する。この8人の構成員は9人目の構成貝の任命をおこな
うが，9人目の構成員は少くとも5票を得れぱ選任される（第10条第1
段）・のである。但し当該の1人につき加盟国に拒否権の機会が与えられ
ている（第10条第10段）ので，高野雄一・筒井若水はその共著において，
「この手続きによっても，締局は全構成者の任命にっいて加盟国政府の意
向が最後的に確認されねばならず，ローマ条約は，この点を単純に加盟国
政府の合意で征命すると規定さるにとどめ旧〕。たのであるという。EDC条
約の規定がすでにローマ条約（EEC条約）と同一であるのは，そのことを
配慮したものなのか否か，断定する資料がない。
　っぎに，EDC総木部とECSC最高機閑に如ける議決の形式わよぴその
立法権隈について論及してみたい。
　両機関の議決の形式は，いずれも「決定・｛deCiSiOn’（あらゆる部分にっ
いて拘束力を有する），「勧告・‘regulation’（それが指示する目的にっいて
は拘束力を有するが，この目的を達成するための適当な方法の選択は，勧
告を与えられたものの白山に委ねられる），「意見。’opinion’（拘束力を有
しない）からなることにおいて，ほとんど共通している（ECSC第14条，
EDC第27条）。ただ，ECSCにおける勧舎は，個人（企業）に対しても発
せられる（第15条第2段）点で，軍事的共同体との相違を示している。
（因に，同じ産業上の共同体でありながら，EEC条約は同様の規定を含
まない。）
　議決の行使がどの機関によって行われるかということは、国際組織の超
国家性について検討するぱあい，とりわけ重要な意味をもっ。たとえぱ，
EECにおける議決権は理事会と委員会とに分掌されており（第189条第1
段），そのことがしぱしばEECの機能主義・現実主義に根拠を与えるも
のとして引合いに出される。ローマ条約の同規定が，第2章「諸機関に共
通な規定。の項に収められているのに対し，ECSC・EDC両条約では，そ
れぞれ「最高機関。「総本部。の項において規定されていることは，
深長である。そのことは，両者において議決権の行使が最高機関または総
本部に帰属することを示唆している。また，その議決の方法が単純多数に
よる点においても，両者は同様（ECSC第13条，EDC第24条）である。
　このように，基本的にはEDC総本部は議決の行使においてECSC最高
機関と同様のようでありながら，それは理事会により多大の制約を被って
いる。ECSCでは議決権はもっぱら最高機関に帰属し，理事会はそれに対
してたんに同意を与えるために決定を行いうる（第28条第3段）にすぎな
い。一方EDCでは，すでに理事会の地位に関して述べたように，理事会
は条約の枠内においてその全会一致により総本部の行動のために指令を与
えることができ（第39条第2項）、しかもこの条約の定めるところにより
理准会は決定を行い，あるいは決定を行いまたは勧告を与える前に総本部
が必要とする同意を与える　（第39条第3項）ことができる。この意味に
おいて，少なくとも議決行使の面においてはECSC最高機関の方が，い
っそう超国家的であるといえるかもしれない。そのことはまた，EDC理
事会の方が数量的にも多くの理事会権限を有する事実によって裏づけら
れる（前述）が，このことから，一一概にECSC最高機関の超国家性を断
定することは危険である。なぜなら，それは，ほとんどの重要案件にっい
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て決定するまえに，まず理事会への諮問を義務づけられているのである
（資料〔IV〕）。
　最後に，諮問委員会にっいて言及しておきたい。同委員会はEDC総本
部ないしECSC最高機関の付設機関として設置され，前者は同数の生産者，
労働者代表（計20～34名）により構成され，後者はそれぞれ同数の生産者，
労働者，およぴ消費者・販売業者からなる（計30～51名一EDC第109条，
ECSC第18条）。委員の任命は，EDCでは個人的資格で，かっ2年間，理
事会の3分の2の多数によるのに対し，ECSCではたんに「協議会により
征命される。としているだけである。その任務は，もちろん一定の幕項に
っいて総本部もしくは最高機関の諮間に応じることであるが，ここでとく
に指摘したいのは，同委員会にたいする両条約規定の扱いの違いにっいて
である。ECSCでは「最高機関。の項において規定され，最高機関が諮間
委員会にたいして諮間すべき事項にっいての多数の規定を含んでいる7〕。
一方EDCでは，それは「経済規定。の項において「軍縮，装備，給養及
び施設の共同計画の準備又は実施にもとづく経済的及ぴ祉会的性質の間題
に関して総本部と協議する（第110条第1段）」と規定するのみであり，総
本部が諮間すべきそれぞれの事項については何らの具体的規定も含んでは
いない。このことは，諮間委員会が民間代表により構成されている以上，
ECSCがいっそう民半約運営に努め，かっ趨国家性とも関連する何らかの
要因を含んでいるものと理解されてよいであろう　（もっとも，EDCが軍
事的・政治的共同体であり，ECSCが産業．．1二の共同体であることは考慮に
人れられるべきである）。
4．非政府間機関としての総会の地位
　EDCの総会は，ECSCの総会と共通である　（但し権隈は各条約に付与
されたものにより行使される）。したがって，それは同様に監督権を行使
（決議権をもたない点においてそれらはEECに劣る＝ECSC第20条）し，
各国議会の議員から任命される代議員または直接普通選挙により選ぱれる
代議員からなる（ECSC第21条）。
　もともと，ECSCにこのような議会が設置されたのは，超国家的権限を
有する最高機関に対して「その官憲的性格に対する（加盟諸国政府の）不
安を和らげる呂〕。ためであったが，その召集は年1回（ECSCは5月第二
火曜日，EDCは10月の最後の火曜日）であり，実際にはそれは「単なる
名目上のもので，1年中仕事をしている薄門家に対して，1年1回の会合
で何ができるか9〕・との疑問を招いた。議員選山における直接普通選挙制
度の採用は，このような議会に実質的権限を与え，組織全体の超国家性の
増大に大いに貢献するであろう仙〕。先に述べたECSC条約第21条は，その
ための可能性を考慮した措置であったカ㍉実際にはそれが規定する第一の
方法，すなわち各国議会の議員中より選任された78名の代表者から構成さ
れるという方法がとられた（EDCも同様）。現在，長年にわたる委貝会の
要求にも拘らず，ECにおいてもなお欧州議会議貝の直接選挙による選出
は実現されるにいたっていない。
　議会に実質的権限を与えるための第二の措置は，総会の最高機関または
総本部にたいする質疑権（ECSC第23条第3段，EDC第34条乙第3段）に，
第三の措置は，総会の最高機関童たは総本部にたいする不信任動議の．ト程
権（ECSC第24条，EDC第36条）に求められる。但し，この権利の発動も，
当然，総会開催期問中（すなわち年に一一度）に眼られ，しかも，かりに不
信任動議が（投票の3分の2の多数により，かっ総会の全代議員の多数に
より）採択されたとしても，最高機関ないし総本部構成貝の総辞職後，総
会はその再繍成にっいて影響を与えることはできない（ECSC第24条第3
段，EDC第36条第2項後段）のである。さらにEDCでは，不信任投票
は，総本部が職務を開始した口から数えて1年を経過するまで行えないこ
とになっていた（第34条乙第2段）。
　さら一に，ECSC条約第95条第3段では，一定の過渡期間終了後における
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経済的・技術的条件の著しい変化に備えて，最高機関の権隈行使に関する
規則の改訂が必要となったばあいには，適当な修正を行いうることが規定
されている。この手続は，まず最高機関と，6分の5の多数決による理事
会とにより共同で提議され，次いで裁判所に意見を求めるために提出され
る。その後，裁判所の審議を経て，修正案は総会に送付され，投票数の4
分の3の多数により，しかも総会代議員の3分の2により承認されるなら
ば，それは効力を発する。これには，各国政府による批准手続を必要とし
ない。
　いわゆるこの「小修正。の規定は，EDC条約第125条に対応するもので
あり，そこでは，条約適用上予期されえぬ陣害の発生に備えて，総本部の
権隈行使にかんする規則に何らかの適当な修正を加えうる可能性が定めら
れている。これらo修正が，共同体の重要な体制上の変更（たとえぱ総本
部と他の共同体機関との権隈関係における変更）を伴うものであってはな
らないとしていることにっいても，両共同体は共通である。ところが，手
続上，両者の間には重大な相違が存在する。すなわちEDCでは，この修
正はもっぱら理事会の，しかもその全会一致によるとされ，総本部ならび
に総会は，何らの関与も許されていないのである。これは，EDCにおけ
る理事会権限の強大さ’を示す一一例にほかならない。
　それにも拘らずEDC総会の権隈がECSCに比して相対的に強大であり
うるのは，っぎの二っの理由による。第一は，共同体予算にたいする総会
の統制権（第87条第3項第2・3段）である。（「総会は，収入又は支出を
附加し，縮少し，増大し又は取消す修正を提案することができる。この提
案は，閣僚会議によって採択された予算案の総支出額を増加することはで
きない。「総会は，投票数の3分の2の多数により及ぴ総会の構成員の多
数により，総予算の廃棄を提案することができる。・）もちろん，このぱあ
いにおいても，最終的な予算の決定権はやはり理事会にあることは否めな
い（第87条第2項およぴ第4項）が，ECSCはじめその他の国際組織の発
展状況を考慮するなら，大いに評価することができる。
　しかしながら，EDC搾会の存在を何よりも特徴づけるのは，第二の点，
すなわち1司総会がEDCを真の超国家的機関として発展させるための青写
真を作成すべき黄務を負わされていたことである（第38条第1項）。もし
EDC条約が批准され，現実に発足していたなら，遅くとも以後9ヵ月以
内には（第38条第2項）諾種の手続きを完了し，ヨーロッパに「権力分立
の原則にもとづき且つ殊に二院議会制を含む究極的な連邦又は国家連合制
が確立されることになっていたのである。これこそ，「ヨーロッパ政治共
同体（EPC）。を意味するものであり，EDC構想がいわゆるEPC構想を
含むがゆえに，それはたんに軍事的統合としてだけでなく，政治的統合の
ための企てとしての意味を持ちえたのである。EPCにっいては，EDC交
渉との関連のもとに後述することとしたい。
　5．裁判所の権限
　総会と同様，裁判所はEDCとECSCとの共通機関である（但し権隈は
各条約に付与されたものにより行使される）。この裁判所は，各設立条約
およぴその施行規則の解釈と適用にあたって，法の尊重を確保する（ECSC
第31条，EDC第51条）。裁判所の主要な権隈の一っは，理郭会，総会，最
高機関（または続本部）が法的権限の欠如，重要な手続の違反，条約童たは
その施行規則の違反，もしくは権限の濫用について柵互に行う無効の訴に
関して，決定を行いうることである（ECSC第33条，同第38条，EDC第
54条，同第57条，同第58条）。この点において両共同休はほぼ同様であ
り，唯一の相違は，EDCでは総本部にたいする無効の訴が理事会およぴ加
盟国のみでなく総会によっても行われうる（第54条第1項）ということで
ある（これは，EDC総会の権眼の大きさを示す一例であろう）。また，共
同体諾機関のうち最高機関または総本部だけがその不作為に関して加盟国
およぴ理事会により提訴されるということ，換言すれぱ，不作為に関する
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裁判所の権隈が最高機関または総本部のみに隈られるということにおいて
も，両共同休はほほ同様である（ECSC第35条，EDC第55条第1項）。こ
れは，両共同体にオコ・いて決定，勧告，意見をなす権限が，最高機関または
総本部のみに付与されていることの当然の結果である。このことは，…面
において，EECの命令，規則を定め，決定，勧告，意見をなす権限が，理
事会と委貝会とに分掌されている（ローマ条約第189条）ことと比較して，
たしかにEDC・ECSC両共同体の超国家性を示す根拠とされるに足るで
あろう。しかしながら，他面，そのことは，高野雄一・筒井若水の共著が
示すようにH〕，理事会による不作為が裁判所の管轄権から除外されるとい
う結果を招き，かえって両共同体の超国家性を低下させる要因となってい
る。また，最高機関または総本部の行為中，決定，勧告のみが司法統制の
対象とされ，その他の議決形式がそこから除外されていることについても，
両共同体は同様である。なお，前述のように，不作為に関する裁判所の権
限が最高機関凌たは総本部のみに隈られるという点において，両共同体は
ほぼ1司様であるが，ここでの唯一の和違点は，ECSCでは各加盟国，理事
会の他に，企葉およぴ団体もまた最高機関の不作為にっいて提訴できると
いうことである。もとより，個人ないし企薬が提訴権をもつことは組織の
超国家性を示す主要な要因であることは言うまでもない。しかし，この差
異は，たんにEDCが軍事部門における統合であることによるものと考え
られる。もっとも，ヨーロッパ防衛軍に配属される軍人の個人としての地
位，その徴罰権などにっいて，条約はより具体的に規定する必要があった
ろうと思われる。
　裁判所の強制執行権もまた，国際組織の超禺家性に重大な根拠を与える
ものであり，ECSC・EDC両共同体条約はそれぞれ第44条，第66条第1段
において規定している。但し，いずれにおいても，加關国領域における最
終的な強制執行権は，各加盟国の法律上の手続きと方法に委ねられている
（ECSC第92条節2段，EDC第66条第2・第3段）。また，両共同体条約
は，EEC条約（第228条）と異なり，条約締締権に関する明確な規定を欠
いている。さらに，先に述べたように，ECSCでは条約の小修」1三に際し，
裁判所が他の共11d体諦機関と同様に参加しうるのに対し，EDCでは，そ
れはもっばら理事会権隈とされ，裁判所は何ら介人の余地を認められてい
ない。EDCの超国家性は，ECSC　と同等ないしそれ以下であると考えら
れる。
　　　　　　　　　　一◇一◇　　◇一
　要するに，設立条約からみた両共同体における超国家性は，いずれをよ
り多とするか，一概には言えない面を有する。この稿において試みたよう
に，各機関の諸種の権限および権隈関係にっいて，あらゆる方面から個別
的に検討されねぱならないであろう。（しかも本稿は，それらにっいて完
全に綱羅するものではなく，むしろその主要論点のいくっかにっいて比較
考察したものである。）
　強いて総活するなら，理塙会にっいては概してECSC，総会にっいて
はややEDCの方が趨国家的要素を多く含むといえるかもしれない。総
本部または最高機関および裁判所にっいては，いずれとも断定しがたい。
ただ，EDCにおいて，加盟国の利害を代表し，かっ総本部の重要な行為
にっいて同意を与える立場にある理泰会の権眼が強大であるという事実は，
その条約前文その他における高度な超国家灼要素を相殺させる効果をもっ。
しかもそこにおいては，加盟国自身のもつ権限もまた，明確である。した
がって，この意味では，EDCは総含的な超国家性の程度において，むし
ろECSCに劣るといっても，あながち誤りではあるまい。しかもすでに
（第1章），両共同体設立の政治的意味について検討し，それらが多くの類
似共通性をもっことを指摘した。ここに明らかなことは，政治的意味にお
いても，条約規定における超国家性の程度においても，大差ないというこ
とである。それでは，ECSCが一応の成果を遂げて今日に及ぴ，他方EDC
が条約署名後約2年を経てついに挫折したのは，主にどのような理由によ
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るのであろうか。次章では，署名以後の条約批准交渉の進展と鰻際政治状
況の変遷を中心として，この点の解明に努めたい。（以下続号。）
　　　　誼
1）　本稿における条約文の引用は，左記による。EDCにっいては，金田近二編
　　「国際経済条約集。ダイヤモンド祉，1965年，446一一468頁。EDCについては，
　　中村　洗「欧州泌衛共同休を設1’エするための条約（資料）・法学研究第26巻第
　　7号，3366頁。
2）　超国家性の本質論にっいて，たとえば左≡…己参照のこと。
　　　高野雄一・筒井若水著「国際経済組織法・東京大学出版会，1965年，69－74
　　頁，279－324頁。本稿における比較の技術的手法は，同書の示唆に負うところ
　　が多い。
3）　超国家性の概念および本質にっいては，　各種国際組織の具体的な条約規定や
　　活動の事例などに関する綿密な検討を積上げ，いずれ論及せねばならない。
4）　資料〔IV〕に茶千の説明を加え，併せて算定の基礎をなす各条項を明記してお
　　きたい。表の欄外にl1己したように，①一⑯にいたる各権隈の配列は，原則と
　　として超国家性の低いと考えられる1腫位による。
　　①加盟国の一般的権隈に属するもの
　　（イ）EDC条約　第10条第1項，同条第2項，同条第3項，固条第4項，同
　　　　　条第5項後段，第11条，第｝2条第1項後段，第40条第2段，第41条，
　　　　　第46条後段，第54条第1段，第55条前段，1司条後段，第56条第1項鮒
　　　　　段，第57条第1項，第58条第1項，第65条第1項，第66条第2段，同
　　　　　条第3段，第75条後段，第87条第4項，第104条第7項後段，第105条
　　　　　第4段，第112条前段，第114条第1項第3段，第n5条前段，第117条
　　　　　第1段，第120条第3項，同条第4項，第126条，第131条。
　　（口）　ECSC条約　第10条第10段，第27条第1段，第28条第1段，第33条第
　　　　　　1段，第35条第1段，同条第2段，第37条第1段，第38条第1段，第
　　　　　38条第5段，第58条第2段，同条第5段，第59条第1項後段，同条第
　　　　　　5項，第61条第3段，第67条第1項，第72条苗段，同条後段，第73条
　　　　　策1段，第74条耐段（3），第92条第2段，第96条O血段，第99条前段。な
　　　　　お，総会代議貰へ征命権は，EDC，ECSCとも各国議会にあるが，政府
　　　　　権隈とは趣旨が異なる牟め算定に加えない（EDC条約第2ユ条第1段，
　　　　　EDSC条約第33条第1段）。
　　②　伽1催国間グ）合意による権隈一’箏実上，　加1盤国固イiの一般的権隈と災な
　　　　　らない。
（イ）　EDC条約　第10条第5項鮒段，第15条第3項，第18条第4填，第21条
　　　第1項，同条第2項第2段，1■司条1司填第3段，第33条第2項，第52条，
　　　第70条第1項，第79条，第118条，第182条。
（口）　EDSC条約　第10条第1段，同条第3段，i■コ条第4殴，1■d条第5段，
　　　第32条第1段，第77条，第99条後段。
③　総本部または最高機関との協議を要する加蜘固の権隈一力11榊L国の権限
　　隈ではあるが，非政府間機関の意思を考慮せねばならない。
（イ）　EDC条約　第25条。
（口）ECSC条約　第11条後段．第59条第3項第2段。
④　理事会の全会一致による権隈一政府間機関である理事会において，
　　国の代表の反対があれば議事は成立しなへ共同体に右ける最重要事項
　　であるのがふつうであ肌各共同体が何を最重要事項としているかを知
　　るため，内容に関する説明を附す。
（イ）EDC条約　第15条第2項第3段（欧州軍組織の修正），第20条第1項
　　　第4段（総本部構成員の減員），第23条後段（総本部構成貴の職務停止
　　　等），第24条第3項（総本部構成員の減貫に伴う措置），第39条第2項
　　　（総本部の行動にたいする指令），第47条第2項（NATO理苧＝会とσ）含
　　　同会議の決議），第48条（NATOとEDCとの関係に関する議定書に定
　　　める事項の決定），第72条第2項（軍組織統一の実施一但，総本部の
　　　勧告にもとづく），第52条（裁判所の提議により，裁判官増員），第78
　　　条乙第4項（総本部の作成する欧州箪第1木部隊組織に関する計画の
　　　認証），第85条後段（会計委員会委員の数），第87条第2項（a）（支払棚，
　　　予算額，各国分担額の決定），第94条第2段（分担額の決定方法），第
　　　95条第1項（白国以外の通貨による分担額の支払いの承認），同条第2
　　　項（同条第1項の制隈），第99条第3段（共同体の対外援功への同意），
　　　第104条第7条施段（計画実施上の行為にっき匡正権一加盟国または
　　　総本部の提出にもとづく），第107条第4項（a）（例外的武器免許），第
　　　119条（公用語に関する規則決定），第120条第3項（基本部隊の期定外
　　　地域への駐留，学校設置等一各国議会の承認後），第123条第1項（重
　　　要かっ緊急必要時に必要権能をひき受け，または他の共同体磯関に授
　　　権する権限），第124条後段（条約規定にないぱあいで，かっ必要時に，
　　　総本部が発議Lないとき，総本部に決定または勧告を促す），第125条
　　　（総本部の権能行使に関する規則¢）修正）。
（口）ECSC条約　第9条第2段（最高機関構成貝の滅眞），第32条第4殴
　　　（裁判所の提議により裁判官増員），第58条第5段（割当制度に’）き反
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無断転載禁止。　
一．＾・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1，＾■1］■1…’凧　　　H』　■■工1司コ＾　’J
　　　　対決定一最高機閑ふ・よび加蜘目び）提議にたいし），第59条第1項舳1隻
　　　　（不足産品にっき反対決定　　最筒機閥の注畜喚起にたいし，かつ同機
　　　　関による必要拙・置にかんする推議にたいし），lid条同項後段（不足産品
　　　　の確認），同条第2項鮒段（炭鉄資源の分配一一最高機関の提議にもと
　　　　づき，かつ最高機閑への諮問の後），同条第5項（輸山制隈決定一一
　　　　”1例司の提議による），同条第6項後段（輸出制限制度の終了決定），
　　　　第61条第3段（生産物価格の決定），第72条前段（闘税の最高・最低率
　　　　決定　　加馴国，最高機関の捉案による），第74条前段（3）（輸入に什
　　　　う生産．ヒの損宙に対する排置），第81条後段（附属書一覧表の補足）。
　　　　なお，第59条第1項前段の規定は，2個として算定した。
　⑤理泰会の制隈多数による権限一一重要事項であり，理事会固有の権隈で
　　　はあるが，全代表が一致するに及ぱない。（実際には，独仏いずれかの反
　　　対があれば決定できない仕組になっている。）
　（イ）EDC条約　第46条前段，第77条第2項，第78条乙第4項，第85条後段，
　　　　第87条乙（b），第89条第2項，第99条第5段，第102条第2項，第103条
　　　　第2項，第104条第5項後段，第105条第3段，第107条第2項後段，第
　　　　114条第1項第2段，第123条第2項前段，第126条。以上のうち，第78
　　　　条乙第4項と第107条第2項後段は，総本部の発案ないし提山にもとづ
　　　　く。
　（口）　ECSC条約　第96条前段。
　⑥理事会の一般的権限一両共同体ともに，原貝■」として理事会における決
　　　議は多数決による。他の国際組織に比して，ヨーロッパ諸共同体が趨国
　　　家的であることの一例である。但し，本文で述ぺたように，ECSCのば
　　　あいは，事実上制限多数であり，同条約規定において前述のごとく理事
　　　会による制隈多数事項が一個しか見当らないのは，　そのためであろうと
　　　考えられる。EDC条約第39条第4条，ECSC条約第28条第5段。
　（イ）EDC条約　第15条第3項，第2工条第4項後段，同条第5項，第23条前
　　　　段，第34条第2段，同条乙第4段，第39条第1項，同条第3項，1司条
　　　　第5項，第44条，第45条，第46条後段，第47条第1項，第54条第1段，
　　　　第55条第1項肺段，同条項後段，第86条後段，第87条乙第1項前段，
　　　　92条第3段，同条第5段，第106条前段，第107条乙後段，第109条第5
　　　　段（総本部の提案による），第110条第2段，第130条後段。
　（口）ECSC条約　第10条第7段，第12条第2段，第18条第2段，同条箆6
　　　　段，第22条第2段，第23条第2段，第26条第1段，同条第3段，第28
　　　　条第2段，第29条，第30条，第33条第1段，第35条第1殴，1司条第2
　　　段，　第78条貴；6募｛貴；1垣受。
（7）総本都または最筒機関への。蓉問を要するユ哩事会の榊災　　理j・会椴限に
　　対する一つの歯止めであるが，一壮例はごく少ない。
（イ）　E丘）C条約　該当条項ナシ。
（口）ECSC条約　第59条第2項前段。
（膏）総会に対し諦閥を要する理一惇会の楯限　　理算会権1狼に対する歯止めと
　　しての機能を，総会に付与することができる。
　　　EDC，ECSCでは，これに該当する規定は存在しない。EEC条約の規
　　定では18が数えられるという（高野・筒井・前掲書，307－308頁。）
⑨加蝋国との協議を要する総本部または最高機関の権限一非政府間機関
　　としては最も弱い権隈に属する。
（イ）EDC条約　第31条第2項，第75条’前段，1司条後段，第77条第1項後段，
　　　第87条第1項前段，第96条第3段，第101条，第104条第1項，第105条
　　　第3段，第111条。
（口）ECSC条約　第66条第7項，第68条第2項。
⑩　理事会と総本部または最高機関との共同行為による権限　　広義には，
　　総本部童たは最高機関と理事会との相互的諮問ないし協議による権隈，
　　さらに理事会の同意にもとづく総本部または最高機関の権隈は，すべて
　　共同行為であると考えられる。その意味では，i■珂機関の共同行為として，
　　EDCでは25，ECSCでは34を認めることができる。（資料〔IV〕の⑦及び
　　⑩～⑭が，すべてこれに該当する。）超国家性は，基本的には，そのこと
　　によって減殺されるはずのものである。しかしながら，単純多数決ない
　　し制隈多数決の採用によって，少なくとも他の一般的国際組織以上には
　　趨国家性を保持しているといえるのである。但し，ここでは共1司行為を
　　共同審議等，字向通りの狭義に解し，他は，別項目として取扱うことと
　　した。なお，相互協議の原則にっいては，EDC条約第29条，ECSC条約
　　第26条第2段が規定している。
（イ）　EDC条約　第105条第1項，第129条。
（口）　ECSC条約　第95条第4段。
⑪理察会への言奔間を要する総本部または最■両機関の権限　　これに1溜する
　　原則規定は，EDC条約第39条第5項，ECSC条約第28条第5段である。
　　いずれも，理事会は総本部童たは最高機関の諮間にたいし，必ずしも票
　　決によることなく審議する旨，規定している。総本部または最高機関が
　　政府間機関である理事会に諮間せねぱならないことは，それら機関の超
　　国家性の不徹底を示唆するものである。
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　（イ）　EDC条約　節56条第1項後段，第105条第2段，同条第3段，第104条
　　　　第1段（これらはいずれも「協議．」である）。
　（口）　ECSC条約　第37条第2段，第50条第2項，第51条第1項後段，第53
　　　　条第1段（｛），l1司条第2段，第59条第6項前段，第60条第1項第2段，
　　　　第61条第1段，第62条1晦段，第66条第1項，第67条第2項第1段，第
　　　　67条第3項，第68条第2項，同条第3項，第73条第2段。
　⑫　理事会の全会一致の同意を要する総本部童たは最高機関の権限一一理事
　　　会の一致事項であり，　やはり共同体の重要峨項がこれに属することが多
　　　い。内容を添えて列記する。
　（イ）EDC条約第15条第3項（単位部隊の組織計繭の修正），第31条1項
　　　　（司令官以上の階級の授与、，同条第3項（a）（高官職の賦与），同条第
　　　　4項（局長の征命），第44条（兵員の地位その他規定の修正），第68条
　　　　第2項（同」国民系統による軍団組織の許可一NATO最高司令官の勧
　　　　告による），第69条第2項（異在る国民系統からなる基本単位部隊で，
　　　　　1二級本部の隊形に集合されない部隊の編成一NATO最高司令官の勧告
　　　　による），第71条（軍隊組織計画の確守），第77条第1項（欧州軍の額
　　　　土的遺馴1に対するNATO最高司令官の勧告排斥），第120粂第2項（a），
　　　　同条同項（b）（欧州軍の駐留，学校等の設置，第124条前段（条約規定
　　　　が欠如するぱあいにおける決定・勧告権）。
　（口）　ECSC条約　第53条第1段（口）（金融機構の設置），第53条第2段（設
　　　　備資金の調達・援助等），第58条第2段（割当制度の実施），第74条肘
　　　　段（3）（輸入に伴う生産上の重大な損害に対する措置），第95条第1項，
　　　　同条第2項（決定・勧告・制裁権一諮問委員会に諮間したのち）。
　⑫　理泰会の制隈多数による同意を要する総本部または最高機関の権限一
　　　前項より趨国家性はかなり高まる。
　（イ）EDC条約　第13条後段，第14条前段，同条後段，第90条第1項，第
　　　　104条第4項，第107条第5項。
　（口）ECSC条約　第56条第2項，第88条第3段（イ），同条同段（口）。
　⑭理1蜂会ω首純多数による同意を要する総本部または般高機関の椛隈一
　　　理’事会の同意としては最も開放的在規定である。　超国家惟の最も重要な
　　　指標に属する。
　（イ）　EDC条約　第106条前段。
　（回）ECSC条約　第55条（ハ），第56条第1段（口），第58条第1段，第59条
　　　　第5項，第66条第3項，第67条第2項第2段，第74条流段（2），1司条1司
　　　　段（3）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
⑬総本部または最高機関の一般的権限一これら両機関における議決の原
　　則は，単純多数による（EDC条約第24条，ECSC条約第13条第ユ段。）
　　国際組織の超国家性を高めるには，　このような権隈の塙大を図るべきこ
　　とは言うまでもない。
（イ）EDC条約第15条第3項，第19条、第23条前段，第26条第1項（a），
　　　1司条同項（b），同条第2項（a），同条同項（b），第27条，第31条第3項
　　　（b），第34条第2段，同条乙第3段，第39条第2項第3段，第41条，第
　　　57条第1項，第58条第1項，第71条，第72条第2項，第73条第2項，
　　1司条第3項，第74条，第76条，第77条第1項，第78条前段，同条後段，
　　　同条乙第1項，同条乙第2項，同条乙第4項，第78条第4項，第88条
　　　第2項，第91条第1項，第94条第4段，第99条第1段，第103条第2項，
　　　第104条第2項，同条第7項前段，第106条後段，第107条第2項後段，
　　　同条第3項，同条策4項（c），同条同項（e），第108条第1項前段，同条
　　　同項後段，第109条第5段，第114条第1段，第115条後段，第116条，
　　　第117条第1段，同条第2段，第126条鮒段。
（口）　ECSC条約　第8条，第12条第2段，第14条，第15条第4段，第16条
　　　第2段，同条第3段，第18条第6段，第19条第4段，第22条第3段，
　　　第23条第2段，第28条第1段，第38条第ユ段，第49条、第50条第3項，
　　　第51条第2項，同条第3項，第54条第3段，同条第6段，第55条第2
　　　項（イ），同条同項（口），同条第3項，第56条第1項（ハ），第58条第3
　　　段，同条第5段，同条第6段，第59条第1項前段，同条第2項前段，
　　　同条第2項後段，同条第3項，1司条第7項，第74条前段（3），第60条第
　　　2項（イ），同条同項（口），第62条沌段，第63条第1項，同条第2項苗
　　　段，同条同項後段，1司条第3項，第64条，第65条第2項，同条同項第
　　　2段，同条1司項3段，1司条！1司項第4段，1司条第4項後段，1司条第5項，
　　　第66条第5項第1段，！司条1司項第2段，同剣司項第3段，同条胴項第
　　　4段，同条i司項第5段，1一司条同項第6段，第66条策6項，1司条第7項，
　　　第67条第2項第3段，第68条第6項，第70条第4段，第71条第3段，
　　　第72条前段，第75条後段，第78条第3項第4段，第90条後段，第91条，
　　　第96条前段。（なお，第38条第1項は2つの別個の権隈を含むので，2
　　　個として算入した。）
⑯　総会の権限
（イ）EDC条約　第33条第1項後段，第34条第2段，第36条第1項，同条第
　　　2項，第37条前段，第38条第ユ項（a），同条項（b），同条同項（c），第57
　　　条第1項，i1司条同項第3段，第92条第4段，第97条第2項第2段，同
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　　　　　条同項第3段。（その他，理事会の同意を要する権限として，第38条第
　　　　　2項がある。）
　　（口）　ECSC条約　第20条，第22条第3段，第24条第1段，同条第3段，第
　　　　　95条第5段。
5）50年5月3日，モネが完成した草案をシューマン外相に提出したとき，かれ
　　は，　シューマンが一定の経済管轄権を閣僚から超国家機関の手に譲渡するも
　　のと予期していたといわれる。しかし実際には，最高機関は理事会により制
　　約を受けることになった。一又正雄は，これが原案にたいする最も重要な修
　　正であったと指摘している。
　　　一又正雄「西欧統合と国家羊権の閥題。国際法外交雑誌第52巻第1・2含併
　　号所収，1953年，16頁。
6）　高野・筒井・前提書，292頁。
7）ECSC条約において，最高機関の権隈巾，諮間委員会への諮間を必要とする
　　規定は，運輸・通商政策以外の経済社会規定全般にわたり，21カ所に，認y）ら
　　れる。下記の通’りである。
　　　第46条第4段，第53条前段（イ），同条後段，第55条第2項，第56条前段
　　（イ），第58条第1段，同条第5段，第59条第1項，同条第5項，同条第6項，
　　第60条第1項後段．同条第2項（イ），同項（口），第61条第1段，第62条前段，
　　第66条第1項，第67条第2項第1段，第67条第3項，第68条第2項，同条第
　　3項，第95条第1段（以上）。
8）　一又・前提書論文，10頁。
9）1司　前。
10）　詳細はプ三記参照。
　　　Dav三d　Coombes，Politics　and　Bureaucracy三n　the　European　Community，
　　1970，pp－69－76－
ll）　高野・筒州＝・鮒提書，：｛ll…312頁。
